
 

 

 

 

(2) 通勤手当の誤り 

 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成27年６月23日から同年７月９日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

政策企画部 

戦略事業室 

事業推進課 

 

 

 

 

職員Ａに対して平成26年４月に６箇月分を支給した通勤手当について、年次

休暇及び特別休暇に伴い、同年９月１日から同月30日まで通勤しなかったため、

同年９月分の通勤手当の精算事務（戻入）が必要であったが、これを行わず、

通勤手当が過払いとなっていた。 

 

職員 支給対象期間 既支給額 
再計算による 

支給額 
過払支給額 

Ａ 
平成26年４月から 

同年９月まで 
112,870円 101,910円 10,960円 

 

 

 

速やかに過払いになっている通勤手当の戻入措置を講

じるとともに、通勤手当の戻入処理のルールについて、理

解を深め、通勤手当の認定等処理を行う際は、必ずマニュ

アルや関係規則等を確認し、適正な事務処理を行われた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過払いになっている通勤

手当については、戻入措置

を行い、平成27年７月22日

に本人が返納したことを

納付書により確認した。 

今後、通勤手当の認定に

当たっては、通勤実態の確

認を徹底し、関係規則等に

照らし合わせ、適正な事務

処理に努める。 

 

【職員の給与に関する条例】 

第14条 通勤手当は、次に掲げる職員に対して支給

する。 

２ 通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月

の１日からその月以後の月の末日までの期間とし

て人事委員会規則で定める期間につき、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額と

する。 

 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第４条 条例第14条第２項に規定する支給対象期間

は、人事委員会が定める日以降６箇月の期間とす

る。ただし、これにより難い場合の支給対象期間は、

人事委員会が定める。 

第18条 条例第14条第１項の職員に対する通勤手当

は、その者の支給対象期間の初日の属する月の給料

の支給日に支給する。 

第20条 条例第14条第１項の職員が、出張、休暇、欠

勤その他の理由により、月の１日から末日までの期

間の全日数にわたって通勤しないこととなるとき

は、その月に係る通勤手当は支給しない。 

 

【職員の通勤手当に関する規則の運用について】 

第４条関係 

１ 人事委員会が定める日は、毎年度４月１日及び10

月１日とする。 

 



 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成27年６月８日から同月17日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

健康医療部 

環境衛生課 

 

通勤手当の認定にあたり、鉄道を利用する２区間のうち１区間について誤った額

を入力したことにより認定額が実際の運賃よりも小さい額となっているものがあっ

た。 

 

区間 
運賃の額（６か月定期代） 

正 誤 

区間Ａ 60,700円 60,700円 

区間Ｂ 47,690円 ０円 

合計 108,390円 60,700円 

 

 

支給対象期間 正規支給額 既支給額 不足額 

平成26年４月から 

平成27年３月まで 
216,780円 121,400円 95,380円 

 

 

速やかに是正措置を講じるとともに、

通勤手当の認定事務について適正な事

務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該通勤手当については、認定修正

を行い、平成27年７月分給与におい

て、追給を行った。 

 今後、通勤手当の認定については、

適正に行う。 



 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成27年６月19日から平成27年７月10日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

環境農林水産部 

水産課 

 

ＪＲの利用区間について、連続する区間に対する定期券額よりも、利

用区間を分割した場合の定期券額の方が安価となる場合は、後者で認定

することとなっているにもかかわらず、連続する区間に対する定期券額

で認定しているものがあった。 

 

支給対象期間 既支給額 正規支給額 過払額 

平成27年４月 

～平成27年９月 
142,090円 137,430円 4,660円 

 

 

 

 

 

 

速やかに是正措置を講じるとともに、通勤手当

の認定事務について適正な事務処理を行われた

い。 

 

 

 

 

平成27年10月分から分割認定を行っ

た。 

今後、関係条例や規則の規定に基づ

き、より一層厳正な事務の執行に努め

る。 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第５条 条例第14条第２項第１号に規定する運

賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）

の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし

最も経済的かつ合理的と認められる通常の通

勤の経路及び方法による運賃等の額によるも

のとする。 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第５条 条例第14条第２項第１号に規定する運

賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）

の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし

最も経済的かつ合理的と認められる通常の通

勤の経路及び方法による運賃等の額によるも

のとする。 

【給与事務の手引 16．通勤手当確認及び決

定事務６ 運賃等】 

(7) ＪＲ分割定期券による認定 

ＪＲの利用区間について、連続する区間に

対する定期券額よりも、利用区間を分割した

場合の定期券額の方が安価となる場合は、分

割した定期券の額で算出する。 

 



 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年－月－日、事務局：平成27年５月26日から同年７月17日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

岸和田警察署 

 

 

 

 経済的な経路があるにもかかわらず、別の経路で認定されて

いたため、通勤手当が過払いとなっていた。 

 

過払支給期間 既支給額 正規支給額  過払支給額 

平成26年11月から 

   平成27年９月 
293,570円 240,260円 53,310円 

 

 

速やかに是正措置を講じるとともに、通勤手当の認定事

務について適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当該職員の経路の認定については、職員の通

勤手当に関する規則第５条に基づき、適正に認

定されていると判断している。 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第５条 条例第14条第２項第１号に規定する運賃等

相当額（以下「運賃等相当額」という。）の算出は、

運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ

合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法に

よる運賃等の額によるものとする。 



 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年－月－日、事務局：平成27年５月26日から同年７月17日まで） 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

平野警察署 

 

 

 

 大阪市営地下鉄よりＪＲ環状線を利用する経路の方が安価になるにもかかわら

ず、大阪市営地下鉄の所要時間の短さ等を優先して認定したため、通勤手当が過払

いになっていた。 

 

職員 過払支給期間 既支給額 正規支給額 過払支給額 
平均所要時間 

地下鉄 ＪＲ 

Ａ 

平成26年４月から 

平成27年９月 

365,010円 248,670円 116,340円 49分 64分 

Ｂ 332,280円 223,230円 109,050円 46分 53分 

Ｃ 345,090円 232,950円 112,140円 53分 60分 

 

 

 

速やかに是正措置を講じるとともに、通勤手当の

認定事務について適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 通勤手当が過払いとなっていた

ものについては、速やかに適正な通

勤認定経路への変更措置を講じた。 

 今後は、経路による運賃等の比較

を慎重に行うこととする。 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第５条 条例第14条第２項第１号に規定する運

賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）

の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし

最も経済的かつ合理的と認められる通常の通

勤の経路及び方法による運賃等の額によるも

のとする。 



 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年―月―日、事務局平成27年５月26日から同年７月17日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

松原警察署 

 

 

 

１ 勤務公署の最寄駅を誤って認定したため、次のとおり通勤手当が過払い

となっていた。 

 

過払支給期間 既支給額 正規支給額  過払支給額 

平成26年４月から 

平成27年９月 
131,730円 122,310円  9,420円 

 

２ 大阪市営地下鉄よりＪＲ環状線を利用する経路の方が安価になるにもか

かわらず、大阪市営地下鉄の所要時間の短さ等を優先して認定したため、

通勤手当が過払いになっていた。 

 

過払支給期間 既支給額 正規支給額 過払支給額 
平均所要時間 

地下鉄 ＪＲ 

平成26年５月から 

平成27年９月 
478,760円 408,410円 70,350円 64分 74分 

 

 

 

速やかに是正措置を講じるとともに、通勤手当の

認定事務について適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 通勤手当が過払いとなっていたものに

ついては、速やかに適正な通勤認定経路

への変更措置を講じた。 

 今後は、最寄駅の確認や経路による運

賃等の比較を慎重に行うこととする。 

【職員の通勤手当に関する規則】 

第５条 条例第14条第２項第１号に規定する運

賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）の

算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最

も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の

経路及び方法による運賃等の額によるものとす

る。 


